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第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 ⊂ ∋
・変 更)

r″ク

つては 名 称及

ニテカ株式会社宇治事業所 事業所長

0774

要海 ド
(京都府宇治市宇治戸ノ内五番地)

特定事業者の

主たる業種 ナイロン長 ・短繊維、ナイロン樹脂、フィルムの製造

該当する事業
者要件

ｒ

　

Ｆ
　

Ｅ

京都府地球温暖化対策条lFl施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に決
算して1,500キロツントル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)    i j
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模〕:出事
業者 (二酸化炭素に換算して31000トン以上))

計 画 期 間 平成 1 8 年 4 月 平成 20 年 3  月

基 本 方 α十・省エネルギー前年度 1%の 効率改善 ツサイクルの推進

事業所での環境マネジメン トシステムの導入により、C02削減を目指す。

推 進 体 制 事業所長を本部長とする地球温暖化対策本部の設置と実施計画の策定、進捗管理システムを構築する。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

ヽ エ

工場製造部門 重合設備のエネルギー (蒸気)の 使用逮を2 6%削 減する。

18～ 19 出荷 ・輸送部門 アイ ドリング ・ス トップの実施率を高める。

18～ 19 モータフルシフトの推進によるC02の削減 (トラック→」R輸出

18～ 19 工場製造部門 省エネ型蛍光灯 ・水銀灯器具への更新による電気使用貴 (7,200K ll1/年)営t減する。

温室効果ガス
の排出畳等 排出区分

基 牢 午 反 (美福 ,

(17)年 度
(二翻 ヒ炭素張算 (t))

日棟 年 度 (計四 ,

(19)年 度

(二酸化炭素換算 (t))

自J切文ど李

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 292,068 t 287,279 t - 16 %

B輸 送車両排出区分  ` t t
S/c

cそ の他排出区分 t t
e/c

排出合計 Ⅲ1            292,067 62 t ,2            287,279 t _ 1 64%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二郵 ヒ炭累奏寡 (t

森林の保全及び整備 〈整f8面積) て吸収的 t

府内産の木材の利用 〈利用曇) m. 〈削減弱 |

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電封 kwh (西Ⅲ滋D t

(熱供給量) C」 〈消Ⅲ滋弱 t

グリーン電力の購入 (購入遺) kwh く日り遊査) t

削減量等合討 t

差引排 出量

(排出合計―百J滋等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲ1           292 067 62 t (●2j―●0)       287279 0  1 … 1 6 4 %

特 記 事 項

1、 平成 16年 ガスタービン発電設備導入、前年比約
グリーン購入方針を策定し、グリーン購入を推進
従業員の環境教育を実施 (IS014001より)
地域の美化清掃活動への参加 (クリーン活動)

39%C02削 減を洋成へ_.に、ャ
2、

3、

4、

連 給 先 担 当 部 暑

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

産 18亥当する□には、レ印を配入してください。特定事業者以外で自主譲カロされる事業者の方は レ印の記入は不要です。

2 r基 準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目標年度Jと は計画期間の最終年度をいいまえ

3「 事業所等排出区分〕とはミ京柳市内の事業所等の平業活Iplのためのエネルギーの使用に件い発生する温室効果ガスを、 「輸送車両排出区分Jと
は、自動車通送車業者については使用の本拠の位置を京都市内とする=高 の排出する温宮効果ノスを、鉄道事業者については保有する貨物=両 又

は旅客車両の排出する混宣効果〃スを、 「その他排出区分Jと は、上紀以外の京都市内における手舞所年の軍薬活動に,

をいいまえ
4「 竹配事項」には、平成2年度 (1990年 度)を 基挫としたJ卜出量の対比やエネルギー原単位C02'F出 玉、省エネ製1

ガス排出高け滋への貢献、グリーン瀬産の採用、特定フロンなどの条lFl指定外のほ窒効果ガスの削減などを記入してくだ:


